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事 務 連 絡 

令和２年３月１６日 

 

 

各障害児通所支援事業所 管理者 様 

 

東京都福祉保健局障害者施策推進部 

障害児・療育担当課長       

 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その２） 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応のため、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校等について一斉臨時休業が要請されたことを踏まえ、放課後等デイサ

ービス事業所等（以下「事業所」という。）における対応について、厚生労働省

より事務連絡が発出されており、令和２年２月２８日付都からのメール「新型コ

ロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサ

ービス事業所等の対応について」及び同年３月４日付都事務連絡「新型コロナウ

イルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス

事業等の対応について」においてもお知らせしているところです。 

各事業所におかれましては、緊急的にご対応いただいているところと思いま

すが、前回の通知に加え、都としての考え方について、以下のとおりまとめまし

たので、確認の上、ご対応をお願いいたします。なお、各区市町村立学校の休業

等の取扱いについては、各区市町村にご確認いただきますようお願いいたしま

す。 

 

記 

 

１ 請求単位について 

（１）学校の臨時休業に伴う長時間の受入れに応じた場合 

学校の休業要請がされている３月２日（月曜日）から春季休業開始日の前日ま

での期間においては、学校休業日として報酬を請求する。ただし、学校が休業日

ではない場合（学校教育法施行規則第６１条及び第６２条の規定に基づく休業

日、学校教育法施行規則第６３条当の規定に基づく授業が行われない日、又は臨
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時休校の日）は、これによらない。 

開所時間については、できるだけ長時間の開所が要請されていることから、午

前中から夕方までの時間を想定し、６時間以上の開所を原則とする。 

休業となった学校において、卒業式など特定の行事の参加者のみ登校可能と

なった場合であっても、教育委員会が当該日を学校休業日として定めており、必

要最小限の人数に絞っての登校や特定の行事の参加者のみ登校可能とした場合

の受入れを行った場合に、学校終了後に事業所の利用を行った場合についても、

学校休業日として報酬の請求を可能とする。 

なお、文部科学省通知において、「やむを得ず、福祉サービスの人員確保の問

題等で幼児児童生徒の居場所を確保できない場合等、臨時休業措置をとれない

場合は、多くの幼児児童生徒が同じ場所に長時間集まることのないよう、必要な

対策を行ったうえで、必要最小限の人数に絞って登校させる等の特段の配慮を

行うこと。」とされたことから、特別支援学校等で受入れを行った場合の登校後

に放課後等デイサービスの利用を行った場合については、学校休業日として報

酬の算定を可能とする。 

また、今回の要請に応じ、長時間の受入れに対応している中で、保護者の希望

で通常の時間帯での利用を行う場合についても、学校休業日として報酬の請求

を行うこととするが、その場合にも原則として当該児童に対するサービス提供

時間は３時間以上を確保すること。 

 

（２）長時間の受入れに対応していない場合 

今回の学校の臨時休業に伴う長時間の受入れに対応していない場合の通常利

用については、学校休業日の扱いとしないものとする。 

 

（３）３月２日（月曜日）から同月８日（日曜日）まで 

原則としては、（１）のとおりとするが、緊急的な対応であったため人員の体

制が整わない等の事情を鑑み、３月２日（月曜日）から３月８日（日曜日）まで

の期間は、原則として開所時間減算は適用せず、学校休業日として報酬の算定を

可能とする。 

 

（４）３月９日（月曜日）から同月１５日（日曜日）まで 

３月９日（月曜日）以降については、（１）と同様に学校休業日として請求す

るが、開所時間減算の対象となる点に留意すること。この場合の開所時間とは、

営業時間のことを指し、事業所に職員を配置し、児童を受け入れる体制を整えて

いる時間で、サービス提供が可能な時間帯のことをいう。この場合においても、

長時間の受入れに対応していない場合の通常利用については、学校休業日の扱
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いとしないものとする。 

 

（５）３月１６日（月曜日）から春季休業開始日の前日まで 

 ３月１６日（月曜日）以降、臨時休業を終了し、春休みまでの間通常登校とな

る学校については、学校休業日の単価ではなく、授業終了後の単価の適用となる。 

 引き続き臨時休業となっている場合については。報酬についても学校休業日

の単価の適用となる。 

 

２ 欠席の対応について 

 児童が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業所を欠席する場合、

事業所が居宅への訪問、電話その他の方法で児童とその接触者である家族の体

調等状況や学校の状況等の確認及び当該児童の健康管理や相談援助などの可能

な範囲での支援の提供を行い、当該相談援助の内容について記録を行ったこと

を以て通常提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして

区市町村が認める場合には、基本報酬の算定の対象とすることができる。なお、

この場合においては、利用者負担が発生することから、あらかじめ保護者に丁寧

な説明を行うこと。また、この場合においては、原則として欠席した児童の代わ

りに他の児童の受入れを行うこと。支援の提供については、別添の都独自様式

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての欠席に

関する欠席時対応加算及び基本報酬の算定について」を利用すること。 

この場合で基本報酬を算定する場合においても、支給決定日数のうち１日を

利用したことになるため、利用児童の支給量についても留意すること。また、単

なる欠席連絡（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）につい

ては、サービス提供とはみなされないことに留意すること。 

今回の要請に基づく長時間の受入れ対応を行っていない場合は、欠席した場

合の支援での基本報酬の算定は不可とし、その際に、欠席時対応加算にかかる相

談援助を行い記録した場合については、通常どおり欠席時対応加算の算定とす

る。 

 

３ 人員欠如の取扱いについて 

 学校の臨時休業の期間においては、放課後等デイサービスのサービス提供時

間を通じて、サービス提供の単位ごとに利用児童が１０名までの場合は２名以

上の直接支援職員を配置し、障害児の数が１０を超えるものについては、５又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上を配置すること。ただし、人員配置

が困難となる時間については、管理者又は児童発達支援管理責任者が支援に入

る場合も、直接支援に従事した時間とみなす。 
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子どもの預け先の確保等の問題で職員の勤務が短時間となる場合のほか、職

員本人の罹患や職員家族の罹患による在宅待機の場合により、やむを得ず出勤

できない場合については、サービス提供職員欠如減算の適用は行わない扱いと

する。ただし、できる限り代替の職員を確保して、児童の安全に配慮した支援を

行うこと。この場合の代替職員については、必ずしも、児童指導員、保育士又は

障害福祉サービス経験者でなくても可能とする。なお、代替職員の配置ができな

かった場合については、配置できなかった理由等を記録しておくこと。 

 

４ 定員超過の取扱いについて 

 学校が臨時休業の日に事業所で受け入れる児童の数が定員を超える場合の定

員超過利用減算については、定員１０人の事業所においては１５人までの利用

については適用しないこととする。児童発達支援と放課後等デイサービスの多

機能型事業所（多機能型の特例によるものを除く）においては、両事業で合計し

た人数となることに留意すること 。 

 定員が１０名の事業所以外については、１日の利用定員の１５０パーセント

を超えない範囲とし、かつ面積についても少なくとも児童１名あたり２.４７㎡

以上を確保すること。 

 なお、上記については学校の臨時休業の期間のみの対応であり、通常の春季休

業中の営業は定員を遵守すること。 

 

５ 児童指導員等加配加算の取扱いについて 

 児童指導員等加配加算を算定している事業所については、原則加算の算定要

件を満たした配置を行うこと。ただし、３月８日（日曜日）までの間は、従前ど

おりの加算請求を行うことも可能とする。 

 学校の臨時休業に関連して、やむを得ず職員が出勤できない場合については、

有給休暇や特別休暇等の適用を行うことで従前どおりの加算算定を可能とする

が、児童に対する安全な支援の提供に配慮するため、可能な限り代替職員の配置

を行うこと。また、代替職員の配置については、当該加算の算定要件に該当する

代替職員を原則とするが、児童指導員等加配加算の児童指導員等を配置する場

合に代替職員としてその他の従業者を配置した場合であったとしても、加算の

取下げは行わず、従前どおりの加算請求を可能とする。専門職員等を配置する場

合については、代替職員として配置する職員が児童指導員等であった場合は従

前どおりの加算請求を可能とするが、その他の従業者を配置する場合であった

場合は、児童指導員等を配置する場合の加算請求とする。 

 

６ 営業時間の変更について 



5／6 

今回の学校の臨時休業に伴う営業時間の変更については、変更届の提出は不

要とする。ただし、延長支援加算を算定する場合にあっては、下記「７ 延長支

援加算について」を確認のうえ、届出等行うこと。 

実際に提供した支援の時間については、都から提示する別添都調査様式に記

入の上、ＦＡＸにて提出すること。 

 

７ 延長支援加算について 

今回の臨時休業に伴う開業の要請に伴い、適切な人員配置を行ったうえで、営

業時間を８時間以上とし、児童に対し営業時間を超えての支援を提供した場合

については、延長支援加算の算定対象とする。その場合は、事後的であっても営

業時間の変更及び延長支援加算の算定の届出を提出すること。また、提出にあた

っては個別支援計画の中に延長支援の必要性について定めておく必要があり、

届出に当該個別支援計画の添付が必要であることに留意すること。その場合の

変更届出書の提出期限は、令和２年５月１５日（金曜日）までとする。 

営業時間が８時間未満の場合は、延長支援加算の適用とはならない点に留意

すること。また、延長支援の実績の記録にあたっては、営業時間前の支援時間と

営業時間後の支援時間を明確に分けて記録すること。 

 

８ 個別支援計画の作成等について 

 今回の臨時的な対応に伴い、個別支援計画見直しにあたっての保護者との面

談ができない事情が発生した場合については、保護者との面談は事後的に行う

こととし、電話や郵送等の対応での確認及び同意にて対応することを妨げない。

ただし、その場合の電話等での対応記録を残したうえで、事後での面談を実施す

ること。今後の情勢にもよるが、原則として事後の面談については４月中には実

施すること。 

 

９ 保育所等訪問支援の特例 

 保育所等訪問支援は事業の性質上、訪問先である学校が休業している場合に

同等のサービスを提供することは困難であることから、従前から保育所等訪問

支援を実施していた児童に限り、前月の利用回数を限度として、居宅等を訪問し

て直接支援、健康管理、相談支援等のできる限りの支援の提供を実施した場合に

ついては、報酬算定の対象とすることも可能とする。ただし、その場合において

も間接支援の提供は必須とし、居宅等を訪問して実施した支援内容の共有や臨

時休業中や臨時休業が明けて以降の児童への関わり方の助言等、担任との情報

交換の時間を持つこと。 
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10 各種通知について 

事業所に対する周知については、都から各事業所の登録メールアドレスに送

付するとともに東京都障害者サービス情報に掲載する。今後も、厚生労働省の通

知を踏まえ、適宜、都の取扱いについて通知を行う予定であり、各事業所におい

ては、最新の情報を確認すること。 

 

11 適用期間について 

 学校の臨時休業の期間となる令和２年３月２日（月曜日）から春季休業開始日

の前日までとする。 

 

12 放課後等デイサービスの令和２年度報酬算定区分について 

 令和２年度の放課後等デイサービス事業所基本報酬区分の算定にあたり、令

和元年度の利用児童実績に代えて、平成３１年４月から令和２年２月までの１

１か月間の利用児童実績を用いて報酬区分を決定する。提出書類等については、

別途通知しているため、通知の内容を確認すること。 

 

以上 


